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特定事業者の

主たる業種
自動車運送事業

該当する事業
者要件

「 京都府地球温暖化対策条例施行規則第10条第1号該当事業者 (大規模エネルギ
ー使用事業者 (原油に援

算して1,500キロリントル以上))
序 京都府地球温暖化対策条例施行規則第10条第2号又は第3号該当事業者 (大規模運送事業者 (トラック

又はバス100台以上/タ クシー150台以上/鉄 道車両150両以上)
「 京都府地球温暖化対策条例施行規則第10条 第4号該当事業者 (その他の温室効果ガスの大規模排出

葺業者 (二酸化炭素に換算 して3,000トン以上))        _

計 画 期 間 平成 18 年  4 月 平成  20 年 3 月

基 本 方 針 エネルギー消費効率の改善、廃棄物排出重の肖」減、全部門での環境マネジメントシステムの導入により

2%を 目標にC02排 出畳の肖J減を目指す。

推 進 体 制 全社での環境マネジメントシステムの導入により、実施計画を策定し、例月の進捗管理シ
ステムを構築する。

年度ごとの具
体的な取組及
び措置

設 エ

1 8～ 1 9 車両 師排出ガス規制適合車両に代替 11両

18～ 19 車両運行 アイドツングストンプを合むエコ通転の実施に取り組み、燃費を2%向 上する。

18～ 1 9 本社ビル及び営業所事務所 冷暖房の適温化、照明の適正使用等により、電力消費量を2●/e削減する。

温室効果ガス

の排出量等 排出区分

基準年度 (冥頼)
(17)年 度

〈二酸化炭来強算 〈t))

目標年度 (計画)
(19)年 度

〈二酸化炭栄換算 (t))

FI町前文1各

(計画)
(%)

A事 業所等排出区分 587 t 577 t -17 %

B輸 送車両排出区分 12,328 t 12,077 t
-20 C/p

cそ の他排出区分 t t
e/e

排出合計 *1                12,915 t k2              12,654 t -2.0 3/e

その他の地球
温暖化対策に
よる温室効果
ガスの削減畳
等

対策等の区分
目標年度 (計画)

〈二酸イヒ|

[の保全及び整備 〈整栂面積) 〈吸収量) t

府内産の木材の利用 (利用畳) ml 〈削減二) t

自然エネルギーを利用した電
力又は熱の供給

(売電畳) kwh 〈削減畳) t

(熱供給 量) CJ (高け滋長) t

グブーン電力の購入 〈購入曇) (削減二) t

肖J減量等合計 t

差引排出量

(排出合計―削減等合計)

基準年ど 目標年度 (計画) 削減率 (計画

Ⅲl                12 915 t (●2)(■3)         12,654 t -2 0  6/c

特 記 事 項 lTCNG(圧 縮天然ガス)バス、DPR(排 出ガス浄化装置)装着パス、酸化触媒装置装着
バスなどを導入し、室素酸

化物や粒子状物質の排出量削減に努めている。
2 平 成 11年 4月 より環境定期券制度という割引制度を導入して、公共交通の利用促進を図つている。

3 地 域の美化清掃活動へ参加している。

連 絡 先 担 当
立

ロ 署

担 当 者 氏 名

住 所

電 話 番 号

フ ァ ク シ ミ ブ番 号

注 1骸 当する□には、 レ印を記入してください。特定事業者以外で自主夢力0される事業者の方は、レ印の記入は不要です。

2「 基準年度」とは計画期間の前年度を、 「目標年度」とはEl画期間の最終年度をいいます。

3「 事業所等排出区分Jと は、京都ltF内の4F業所等の事業活動のためのエネルギ
ーの使用に伴い発生する温三効果ガスを、 「輸送車両排出区分J

とは、自動車連送事業者については使用の本拠の位置を京都府内とする草両の排出する温宣効果ガスを、鉄道事業者については保有する貨物草

両スは旅客車両の排出する温室効果メスを、 「その他排出区分Jと は、上紀以外の京都市内における事業所等の事業活動に伴
い発生する温宣効

果ノスをいいます。
4「 特記事項Jに は、平成 2年度 (1990年 度)を 基準とした排出量の対比やエネルイ

ー原単位CO競 出重、省エネ製あ開発など他者の温宣

効果メス排出削減への賃献、グリ
ーシ調達の採用、特定フコンなどの条例指定外の温宮効果ガスの削減などを■入してください。


